
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第30号 

答申番号：令和７年度答申第30号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、請求人の転居前に処分庁は生活保護法（以下「法」と

いう。）による保護（以下「保護」という。）に係る令和６年８月分の保護費

の算定において児童手当１万円の収入認定をしているにもかかわらず、追加で

児童手当6,000円に相当する保護費の返還を求める原処分（生活保護費返還処

分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

処分庁は、原処分について、法令等に基づき、適法かつ適正に実施されたも

のであるから、違法又は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、返還額の算定に誤りがあり過少となっているが、児童手当6,000

円に相当する保護費を法第63条に基づく返還の対象とした処分庁の判断自体

に違法又は不当な点は認められない。 

 ２ 児童手当は、実際の受給額を原則として受給月から次回の受給月の前月まで

の各月に分割して収入認定することとされていることから、請求人が令和６年

８月13日に受け取っていた児童手当３万円（以下「本件児童手当」という。）

は、その支給月である同月と、次回の受給月である同年10月の前月である９月

の２回に分割して１万5,000円ずつ収入認定することとなる。 

そして、請求人は同年８月13日に転居したことにより、請求人の保護は、同

日までは処分庁、同月14日からは転居先の保護の実施機関がそれぞれ実施して

いることから、本件児童手当のうち、同月に収入認定される１万5,000円につ



いては、処分庁と当該実施機関のそれぞれの保護の実施日数で日割り計算する

こととなる。 

   そうすると、処分庁が本件児童手当について収入認定すべき額は、6,290円

（１万5,000円×13日／31日）となり、収入認定の額を6,000円とした処分庁の

判断には誤りが認められる。 

 ３ 請求人は、おおむね、転居前に処分庁は令和６年８月分の保護費の算定にお

いて児童手当１万円の収入認定をしているにもかかわらず、追加で児童手当

6,000円に相当する保護費の返還を求める原処分は違法又は不当であると主張

している。 

   しかしながら、当該１万円の収入認定は、請求人が同年２月から同年５月ま

での分として同年６月に受給した児童手当４万円を処分庁が法令等に従って

同月から同年９月までに分割して収入認定をしたものである。そうすると、原

処分で返還を求める本件児童手当は上記児童手当に係る収入認定と無関係で

あることから、請求人の主張を採用することはできない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は収入認定の額の算定において誤りがあるものの、こ

れを正すことは請求人の不利益となることから、この点については原処分を維

持することが相当であり、その余の点については、本件児童手当の法第63条に

基づく返還の対象とすることとした処分庁の判断自体に違法又は不当な点は

認められず、また、請求人の主張は理由がないから、本件審査請求は、棄却さ

れるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年12月３日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月22日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされ（法第４条第１項）、他の法律に定める扶助は、全て保護に優先し

て行われるものとされている（同条第２項）。 

また、被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護



を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、

速やかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機

関の定める額を返還しなければならないとされている（法第63条）。 

保護費の返還の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされ

ており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準

を定めている。 

当該基準によれば、１年以内の期間ごとに支給される児童手当法による手当

については、実際の受給額を原則として受給月から次回の受給月の前月までの

各月に分割して収入認定することとされている。 

また、法第63条は、本来、資力はあるが、これが直ちに最低生活のために活

用できない事情にある場合にとりあえず保護を行い、資力が換金されるなど最

低生活に充当できるようになった段階で既に支給した保護金品との調整を図

ろうとするものであり、原則として当該資力を限度として支給した保護金品の

全額を返還額とすべきとされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、本件児童手当のうち、請求人の保護

を実施していた期間に鑑みて令和６年８月分の保護費の一部である6,000円に

ついて、法第63条に基づく原処分を行ったことが認められる。法によれば、児

童手当法に基づく児童手当は、全て保護に優先して行われるものとされてお

り、処分庁は、同月分の保護費の支給後に本件児童手当が請求人に支給された

ことを把握したことから、本件児童手当の一部に相当する保護費の返還を求め

る原処分を行ったのであり、処分庁の判断に不合理な点はない。 

この点、請求人は、おおむね、請求人の転居前に処分庁は同月分の保護費の

算定において児童手当１万円の収入認定をしているにもかかわらず、追加で児

童手当6,000円に相当する保護費の返還を求める原処分は違法又は不当である

と主張しているものと解される。しかしながら、請求人のいう１万円は、令和

６年２月から同年５月までの児童手当として同年６月に支給された４万円に

ついて、同月から次回の支給月の前月である同年９月までの４か月で分割して

収入認定されていたものである。 

他方、本件児童手当は、請求人の転居に伴い、同年６月から同年８月までの

児童手当が転居月である同月に繰り上げて支給されたものであり、原処分に係

る6,000円は、本件児童手当が同月及び次回の支給月の前月である同年９月の

２か月で分割して収入認定された上で、同年８月分の収入認定額１万5,000円



を、処分庁が転居先の保護の実施期間と分割したものである。 

したがって、処分庁の判断には、請求人に支給された児童手当の額を超えて

収入認定が行われる等の瑕疵
か し

は認められず、また、請求人の転居に伴う本件児

童手当の支給により、同年８月分及び９月分の請求人の保護費に係る収入認定

額は、例月より多くなったものの、これに見合って、同年10月に支給される児

童手当及びその収入認定額は低くなるのであるから、請求人の主張を採用する

ことはできない。 

なお、原処分は、本件児童手当のうち同年８月に収入認定される１万5,000

円の30分の12に当たる6,000円に相当する保護費の返還を求めるものである

が、処分庁は、同月の１か月（31日間）のうち同月１日から同月13日までの13

日間にわたって請求人を保護していたのであるから、本来の返還対象額は

6,290円（１万5,000円×13日／31日）となる。この点において処分庁は、返還

額を過少に算定して原処分を行ったものと認められるが、これを是正すること

は請求人の不利益となるものであるから、原処分についてはこれを取り消さ

ず、維持することが相当である。 

以上のとおり、原処分は返還額の算定に誤りがあり、本来の返還対象額より

過少なものとなっていることが認められる。ただし、この点を除けば、本件児

童手当の一部を法第63条に基づく返還の対象とした処分庁の判断に違法又は

不当な点は認められず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められ

るから、本件審査請求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、

前記第１のとおり、これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 
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